
○予算繰越（当該年度の前年度からの繰越額）

（百万円）

19年度：9百万円

20年度：84百万円

21年度：20百万円

　

19年度 20年度 21年度

196 9 84

担当部局庁

地球温暖化対策の推進

22年度 23年度要求

予算額(補正後） 984

執行額

担当課室 地球温暖化対策課

上位政策

調整官　立川裕隆地球環境局

エネルギー対策特別会計
（エネルギー需給勘定）

総事業費(執行ベース) 3,590 3,800 1,800

1,839

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

22年度からは補助事業者を小規模な地方公共団体に限定し、予算額も大幅に縮減した。今後も、補助対象となる省エ
ネ設備等のメニューについて、個々の設備毎の技術開発による性能向上や設置コスト、他の補助事業の動向等を見極
めながら、補助対象メニューの見直しを適宜行う。

工事完成図書や現地写真を提出させるとともに、事業費の適正な支出や事業の実施状況の検証を行っている。また、
事業終了後３年間、事業の実績（電気、ガス使用量又はその他燃料使用量等）及び温室効果ガスの削減量をとりまと
めた実績報告書を地方環境事務所に提出させることとしており、現地での施設の適切な維持管理とあわせて事業効果
が確実に発現されていることを確認していく。

1,959

92%

300

1,807 905

関係する計
画、通知等

特別会計に関する法律第85条第3項第1号ハ、
地球温暖化対策の推進に関する法律第3条第3
項、第20条第1項

京都議定書目標達成計画

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

地方公共団体(GND基金交付団体を除く)を対象に、地方公共団体が所有する業務用施設に、地球温暖化対策の推進
に関する法律に基づき策定した実行計画に従い、効果的な二酸化炭素排出量削減を実現するため、先進的な再生可
能エネルギー・省エネルギー技術を率先的に相当規模で導入する取組(例えば太陽熱利用冷暖房システム、地中熱
ヒートポンプ)に対して、設備費等の必要な費用の一部を補助する。（補助率：１／２）

温室効果ガスの25%削減と再生可能エネルギー供給割合目標を達成し、経済と環境との両立により「国際競争力を維
持・向上させる」とともに、「雇用を創出する新産業として育成を図る」ためには、排出量の増加が顕著な業務部門にお
ける対策の強化が不可欠であり、量産効果によるコスト低減を図り、また、事業者や国民による積極的な取組を促すた
めにも、先ずは、地方公共団体が率先して模範的な取組を示す必要がある。

実施状況

事業番号

平成15年度から事業を開始し平成20年度までに延べ１６５の地方公共団体が補助事業を実施。昨年度においても４３
件の事業が行われている。これまでに、市庁舎への太陽光発電システムの設置。学校給食センターへのバイオマス燃
料製造装置を導入、街灯のＬＥＤ化などの事業を実施している。

平成15年度

会計区分

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

予算の状況
（単位:百万円）

1,866

99% 92%

地方公共団体対策技術率先導入補助事業

19年度 20年度 21年度

補
　
記

執行率

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

３２２

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(　環境省　)

予算事業名 作成責任者
事業開始
年度

○以下の年度については、執行額に以下に記載の翌年度への繰越
額を含んでいる。



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

環境省

９０５百万円

地方公共団体対策技術率先導入補助事業
【内容】
地方公共団体が所有する業務用施設に、地球温暖化対策の推進に関する
法律に基づき策定した実行計画に従い、効果的な二酸化炭素排出量削減を
実現するため、先進的な再生可能エネルギー・省エネルギー技術を率先的
に相当規模で導入する取組に対して、設備費等の必要な費用の一部を補助
する。

補助金

東北地方環境事務所

２０４百万円

【業務内容】
・木質バイオマスボイ
ラーの導入等

関東地方環境事務所

２２９百万円

【業務内容】
・太陽光発電設備の設
置等

北海道地方環境事務所

１２７百万円

【業務内容】
・温泉排湯熱利用ヒート
ポンプの導入等

中部地方環境事務所

５３百万円

近畿地方環境事務所

６９百万円

中国四国地方環境事務

所

９７百万円

Ｂ 北海道北竜町等（５

機関）１２７百万円

Ｃ 宮城県加美町等（６

機関）

２０４百万円

Ｄ 埼玉県川越市等（15

機関）

２２９百万円

Ｅ 三重県等（４機関）

５３百万円

Ｆ （株）関電エネルギー

ソリューション等（４機

関）

６９百万円

Ｇ 広島県広島市等（８

機関）

９７百万円

【業務内容】
・太陽光発電設備の導
入等

【業務内容】
・高効率空調熱源設備
への更新等

【業務内容】
・太陽光発電設備の増
設等

補助金 補助金

補助金

補助金

補助金補助金

九州地方環境事務所

４２百万円

補助金

Ｈ 鹿児島県鹿児島市

等（３機関）

４２百万円

【業務内容】
・太陽光発電システム
の導入等

Ａ 財団法人シルバーリ

ハビリテーション（１機

関）

８３百万円

【業務内容】
・ごみ焼却により発生
する廃熱利用による給
湯・暖房設備の整備

平成20年度繰越



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

Ａ．財団法人シルバーリハビリテーション Ｅ．三重県

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

工事費 給湯設備工事、暖房設備工事等 83 工事費
太陽電池モジュール、パワーコン
ディショナー設置工事等

26

計 83 計 26

Ｂ．北海道北竜町 Ｆ．（株）関電エネルギーソリューション

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

工事費
冷暖房設備工事、排湯槽建設工
事等

57 工事費
空調熱源設備更新工事、給湯設
備工事等

38

計 57 計 38

Ｃ．宮城県加美町 Ｇ．広島県広島市

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

工事費
ボイラー本体工事、バイオマス機
械室設備工事等

98 工事費
太陽電池モジュール、パワーコン
ディショナー設置工事等

38

計 98 計 38

Ｄ．埼玉県川越市 Ｈ．鹿児島県鹿児島市

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

工事費
太陽電池モジュール、パワーコン
ディショナー設置工事等

45 工事費
太陽電池アレイ、パワーコンディ
ショナー設置工事等

18

計 45 計 18


